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８ 指定給水装置工事事業者制度 

指定業者とは当該水道によって水の供給を受ける者の給水装置の構造及び材質が施行令

第 6 条に適合することを確保するため、当該水道事業者の給水区域において給水装置工事

を適正に施行することができると認められる者であり、それらを水道事業者ごとに指定す

ることを指定業者制度という。 

【主な関係法令等】法第 16 条の 2第 1項 

（解説） 

1) 指定業者制度 

指定業者制度は、平成 8年 6 月の法改正によって法制化され、平成 10年 4月 1 日に施行

されたものである。平成 8 年以前に行われてきた水道事業者による給水装置の水道指定工

事店制度（市では「給水工事公認業者制度」と呼称）においては、その市町村内に事業所

があることや指定申請の受付期間が限られていること等の水道事業者ごとに指定要件が異

なることによる参入制限的な指定要件の設定や運用が散見された。そのような状況に対し

て水道指定工事店制度を見直し、統一化、明確化された全国一律の指定要件のもとで給水

装置工事事業者を指定するとともに、主任技術者の国家資格を創設した（図-2.1.8.1 参照）。

これにより、給水装置工事を適正に施行できる全国統一的な技術水準の確保を図ることと

したものである。 

また、指定業者は、事業所ごとに主任技術者を置き、その選任及び解任について一定の

手続により管理者に届け出なければならない。加えて、指定事項の変更があったときや、

事業を廃止、休止、再開したときも、一定の手続により水道事業者に届け出なければなら

ない（法第 25 条の 7）。指定に関する手続については、2-5-1“指定給水装置工事事業者の

申請及び届出”を参照とする。 

市では、給水装置の工事は指定業者の施行でなければならないと規定している（事業条

例第 5条第 1 項及び第 19条第 1項）。その施工範囲については、施行規定第 3条に基づき、 

図-2.1.4.1 のとおりとする。 

 

2) 指定要件（法第 25条の 3） 

(1) 事業所ごとに主任技術者として選任されることとなる者を置く者であること。 

(2) 国土交通省令で定める機械器具を有する者であること。 

(3) 次のいずれにも該当しない者であること。 

  ① 心身の故障により給水装置工事の事業を適正に行うことができない者として施行

規則第 20条の 2 で定めるもの。 

  ② 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 

  ③ 法に違反して、刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなく

なった日から 2年を経過しない者 

  ④ 法第 25 条の 11 第 1 項の規定により指定業者の指定を取り消され、その取消しの

日から 2年を経過しない者 

  ⑤ その業務に関し不正又は不誠実な行為をするおそれがあると認めるに足りる相当

の理由がある者 

  ⑥ 法人であって、その役員のうちに①～⑤のいずれかに該当する者があるもの 
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図-2.1.14.1 指定業者制度の体系 

（出典：公益社団法人日本水道協会「指定給水装置工事事業者研修テキスト 2019」） 

 

3）指定業者の運営基準（法第 25 条の 8、施行規則第 36条） 

指定業者が、給水装置工事の事業を行うにあたって、遵守すべき事項を事業の運営の基

準として規定している。指定の基準とこの運営の基準が、制定業者制度において適正な工

事の施行を確保する観点から中心なものとなる。 

指定業者の事業運営の基準は以下のとおりである。 

（1）給水装置工事ごとに主任技術者の職務を行う者を指名すること 

（2）配水管から分岐して給水管を設ける工事 及び給水装置の配水管への取付口からメー

ターまでの工事を施行する場合、適切に作業を行うことができる技能を有する者を従

事又は監督させること 

（3）水道事業者の承認を受けた工法、材料等の条件に適合するよう工事を施行すること

（詳細は、2-1-6“水道用材料の指定”を参照）。 

（4）指定業者は主任技術者やその他の工事従事者の施工技術の向上のため、研修の機会

を確保するよう努めること（詳細は、2-1-10“給水装置工事事業者の研修制度”を参

照）。 
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（5）施行令第 6 条に規定する構造及び材質の基準に適合しない給水装置を設置したり、

給水管の加工や接合等に適さない機械器具を使用したりしないこと 

（6）工事ごとに、指名した主任技術者に所定の事項に関する記録を作成させ、3 年間保

存すること（詳細は、2-3-10“施工図面の作成及び工事記録の管理”を参照）。 

上記の「適切に作業を行うことができる技能を有する者」とは、配水管への分水栓の取付

け、配水管のせん孔、給水管の接合等の施工経験を有し、適切な資機材、工法、地下埋設

物の防護の方法を選択し、正確な作業を実施することができる者をいう（平成 9 年 8 月 11

日付 衛水第 217 号 厚生省生活衛生局水道環境部水道整備課長通知）。 

具体例は以下のとおりである。 

（1）水道事業者等によって行われた試験や講習により、資格を与えられた配管工（配管

技能者、その他類似の名称のものを含む。） 

（2）職業能力開発促進法（昭和 44年法律第 64 号）第 44 条に規定する配管技能士 

（3）職業能力開発促進法第 24条に規定する都道府県知事の認定を受けた職業訓練校の配

管科の課程の修了者 

（4）給水工事技術振興財団が実施する配管技能の習得に係る講習の課程を修了した者（平

成 24年度より「配管技能検定会」に変更） 

ただし、従事者の要件は実際に必要な技能を有しているか否かにより判断すべきもので

あり、特定の有資格者に限定する趣旨ではない（平成 20 年 3 月 21 日付健水発 0321001 号

「給水装置工事事業者の指定制度等の適正な運用について」）。 

 

4) 指定業者の処分基準 

 管理者は、指定業者が以下のような事例を行った場合、指定の停止や取消しのような行

政処分を行うことができる（法第 25 条の 11）。 

(1) 指定に関する届出の違反事例 

 ・ 事業の休止、廃止、再開の届出がない。 

 ・ 事業の名称、所在地等の変更の届出がない。 

 ・ 主任技術者の選任又は解任の届出がない。 

(2) 管理者、道路管理者への工事の届出の違反事例 

 ・ 管理者へ工事申込みの手続を行わないで施行した。 

・ 道路占用許可申請及び道路使用許可申請を行わずに無許可で道路を掘削し、給水管引

込工事を施行した。 

(3) 不正・不誠実な行為の事例 

 ・ 入居に間に合わすため、管理者に無届で私設メーターや通水できるメーター代用管

を設置し、水道水を使用した。 

 ・ 所有者に無断で給水装置工事申込書を作成、虚偽の申請をした。 

(4) 給水装置の構造及び材質の基準違反事例 

 ・ 工事で地下水設備配管と給水装置とを接続させた。 

・ 給水装置の構造及び材質の基準に適合しない材料を給水装置に使用した。 
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９ 給水装置工事主任技術者等の職務 

主任技術者は、次に掲げる職務を誠実に行わなければならない。 

1）給水装置工事に関する技術上の管理 

2）給水装置工事に従事する者の技術上の指導監督 

3）給水装置工事に係る給水装置の構造及び材質が、法第 16条の規定に基づく政令で定め

る基準に適合していることの確認 

4）その他国土交通省令で定める職務 

【主な関係法令等】法第 25 条の 4 第 3 項、業者規定第 12条 

（解説） 

1）給水装置工事に関する技術上の管理 

工事の事前調査から計画、施工及び竣工検査に至る一連の過程における技術面での管理

をいい、調査の実施、給水装置の計画、工事材料の選定、工事方法の決定、施工計画の立

案、必要な資機材の手配、施工管理及び工程ごとの工事の仕上がり検査（品質検査）等が

これに該当する。 

 

2）給水装置工事に従事する者の技術上の指導監督 

工事の事前調査から計画、施工及び竣工検査に至る一連の過程において、工事品質の確保

に必要な従事者の役割分担の指示、品質目標、工期等の管理上の目標に適合する工事の実

施のための従事者に対する技術的な事項の指導、監督をいう。 

 

3) 給水装置工事に係る給水装置の構造及び材質が、施行令第 6 条に定める基準に適合し

ていることの確認 

 給水装置の構造及び材質の基準に適合する給水装置の設置を確保するために行う、基準

に適合する材料の選定、現場の状況に応じた材料の選定、給水装置システムの計画及び施

工、工程ごとの検査等による基準適合性の確保、竣工検査における基準適合性の確保をい

う。 

 

4) その他国土交通省令で定める職務 

 その他国土交通省令で定める職務とは、工事に関する水道事業者との連絡調整をいう（施

行規則第 23 号）。なお、工事開始段階については、申込者が水道事業者に対して行う工事

申込みによって、水道事業者がこれを把握することができるので、主任技術者の職務とし

て定めるには及ばないものである。 

 (1) 配水管から給水管を分岐する場合、配水管の布設位置の確認が必要となることから、 

  これに関する連絡調整を行うこと。 

(2) 配水管から給水管を分岐する工事及び分岐部からメーターまでの工事を行う場合、

水道事業者の承認を受けた工法、工期その他の工事上の条件に適合するよう施行しな

くてはならないことから、これに関する連絡調整を行うこと。 

(3) 単独水栓の交換等の軽微な変更を除く給水装置工事を完了した旨の連絡を行うこ

と。 






